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Ⅰ 米国競争法(政策) 
 

本号では、司法省(DOJ)によるグーグルの反競争的行為に関する訴訟と DOJ による入札談
合への調査に関する調査妨害を取り上げる。 

１件目は、DOJ によるグーグルに対する反トラスト訴訟での勝利に関するものである。
DOJ はデジタル広告市場の独占化に関する訴訟でグーグルに勝訴し、この勝訴に関して、
DOJ の司法⻑官や反トラスト局⻑がコメントしている。 

２件目は、在韓米軍施設の運営・保守サービスを米陸軍工兵隊に提供していた請負業者の
元従業員による調査妨害の有罪答弁に関するものである。DOJ 及びその他の政府捜査機関
の担当者がこの件についてコメントしている。 

 
１ 独占化関係 
(1) DOJ、グーグルに対する画期的な反トラスト訴訟で勝利(2025 年 4 月17 日)1 
 
 DOJ 反トラスト局は、2025 年 4 月 17 日、グーグルに対する 2 件目の独占禁止法違反事件
で勝訴した。 

DOJ のプレスリリースによれば、大要次のとおりに説明される。 
バージニア州東部地区連邦地方裁判所は、グーグルがオープンウェブのデジタル広告市場

を独占化したことにより、独占禁止法に違反したと判断した。同地裁によると、グーグルは
｢グーグルのパブリッシャー顧客、競争プロセス、そして最終的にはオープンウェブの情報の
消費者に損害を与えた｣という。   

パメラ・ボンディ司法⻑官は、｢これは、グーグルによるデジタル公共空間の独占化を阻止
するための現在進行中の戦いにおける画期的な勝利である。DOJ は、テック企業による言論
の⾃由と⾃由市場への侵害から米国⺠を守るため、大胆な法的措置を取り続ける。｣と述べ
た。 

DOJ 反トラスト局のスレイタ―司法次官補(反トラスト局⻑)は、｢裁判所の判決は明確であ
る。グーグルは独占者であり、その独占力を濫用した。グーグルの非合法な支配力によって、
アメリカ国⺠の声を検閲し、さらにはプラットフォームから削除することさえできる。そし
て同時に、グーグルはその違法行為を暴露する情報を破壊し、隠してきた。本日の判決は、
グーグルがオンライン広告を支配し、さらには、インターネットそのものを支配しているこ
とを裏付けるものだ。本日の決定に至った、献身的な公務員のたゆまぬ努力を、心から誇り
に思う。｣と述べた。 

 
1 Department of Justice Prevails in Landmark Antitrust Case Against Google, April 17, 2025. 
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本日の決定は、バージニア州東部地区連邦地方裁判所において 2024 年 9 月に行われた 15
日間の審理の結果である。2023 年 1 月、DOJ は複数の州及びバージニア州の検事総⻑とと
もに、グーグルに対し、パブリッシャーが何百万人もの顧客にリーチする広告を売買するた
めに依存する｢アドテク・スタック｣と呼ばれる主要なデジタル広告技術を独占化したとし
て、⺠事訴訟を起こした。訴状で主張されているように、一連の買収と反競争的なオークシ
ョン操作を通じて、グーグルは 15 年以上にわたって競争を破壊してきた。グーグルによる
反競争的かつ排他的な行為の結果、アドテクノロジーの競合他社は無力化又は排除された。 

 
 本事件では、DOJ は以下の４つの違反を主張した2。 

①パブリッシャー向けアドサーバー市場の独占化(シャーマン法２条違反) 
②広告取引所市場の独占化又は独占化の企図(シャーマン法２条違反) 
③広告主向け広告ネットワーク市場の独占化(シャーマン法２条違反) 
④AdX(広告取引所)と DFP(パブリッシャー広告サーバー)の違法な抱き合わせ(シャーマン法１条

及び 2 条違反) 
これに対して、本判決は、③以外の違反を認定した。③については、広告主が広告チャネル

間で広告支出を再配分しており、Instagram などのソーシャルメディアや他のチャネルに簡単
にアクセスできることに加えて、⾃動化ツールによって手動をかけずにチャネル間で広告予算
の再配分がなされるようになってきていることを理由に、独立した市場であることを認めなか
った。 

他方で、①及び②については、それぞれ独立した市場であることを認めた上で、①について
は、グーグルが 91％のシェアを有していることと高い参入障壁が存在していること、パブリッ
シャーにとってグーグルのサービスの有意な代替サービスがないことから、グーグルが独占力
を有していることを認めた。また、②については、グーグルが当該サービスについて 20%とい
う高い利益率を⻑期間維持してきたことなどから、グーグルが独占力を有していることを認め
た。 

その上で、裁判所は、グーグルの AdX(広告取引所)と DFP(パブリッシャー広告サーバー)の抱き
合わせと当該抱き合わせにより可能となった一連の行為、すなわち、｢First Look｣(他の取引所が
入札する前に、AdX がパブリッシャーのインプレッションを購入する最初の機会を得ること)、｢Last 
Look｣(AdX が他のすべての取引所の入札を確認した後に、それを上回る入札を行うこと)といった行為
が反競争的であると判断した。 

グーグルは、取引拒絶がシャーマン法２条違反になる場合を限定した Trinko 事件最高裁判
決を引き合いに、本件行為が反競争的ではない旨主張したが、裁判所は同判決で問題とされた
のが競争者に対する取引拒絶である一方で、本件では競争者の取引相手とのグーグルの取引が

 
2 DOJ の訴状は以下を参照。 

https://www.justice.gov/archives/opa/press-release/file/1563746/dl 
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問題となっていること、本件でグーグルが短期的利益を犠牲にしたことなどを指摘して、この
主張を退けた。また、グーグルは、AdX(広告取引所)と DFP(パブリッシャー広告サーバー)の抱き
合わせを含む各行為が、安全性、プライバシー等の向上に資する競争的な製品設計の選択であ
るとも主張したが、裁判所は、グーグルが主張した競争促進的利益が無効であるか、反競争的
効果によって大きく上回られていることを理由に抱き合わせに対する十分な競争促進的な正当
化を提示することができなかったなどとして、この主張も退けた。 

本判決後、DOJ は本件違反行為の救済措置(remedy)として、AdX(広告取引所)と DFP(パブリ
ッシャー広告サーバー)の売却を求めたが、これに対してグーグル側は DOJ の救済措置案は法的
根拠がないものであり、パブリッシャーと広告主を害することになるであろうと反発している
との報道がなされている3。 
 
２ 捜査妨害関係 
(1) 元軍事請負業者が DOJ 反トラスト局の調査においてテキスト・メッセージを削除したこ

とについて有罪答弁(2025 年4 月 1 日)4 
 

2025 年 4 月 1 日、連邦判事は、在韓米軍施設の運営・保守サービスを米陸軍工兵隊に提供し
ていた請負業者の元従業員から、連邦当局の捜査における記録廃棄に対する有罪答弁を受理し
た。 

DOJ によるプレスリリースによれば、大要次のように説明される。 
2021 年 7 月頃、デビッド・クルーズはクォン・ヒョクジンとシン・ヒョンギとのテキスト・

メッセージを削除した。クォンとシンは、韓国の米陸軍工兵隊に提供された数百万ドルの保守・
修理の下請業務について、詐欺並びに入札談合及び価格カルテルの共謀で別途起訴され、逃亡
中である。クルーズはクォンの提案により、雇用主から通信を破棄又は削除しないよう求める
訴訟ホールド※通知を受け取った後、テキスト・メッセージを削除した。その後クルーズは、連
邦政府の捜査が進行中であることを雇用主から特に忠告された後、これらのテキスト・メッセ
ージの削除を隠蔽した。 

削除されたテキスト・メッセージの中で、クルーズはクォン及びシンと、米国陸軍工兵隊の
下請工事の競争入札要件を満たすために、競合他社から追加的に入札をしてもらう必要性につ
いて話し合っていた。クォンは以前、クルーズに対し、クルーズはクォンの競合他社に直接入
札を依頼するのではなく、彼に連絡を取るべきだと話していた。 

DOJ 調達談合ストライクフォース(PCSF)のダニエル・グラッド局⻑は、｢PCSF は、談合や
不正行為から納税者の資金を守るという PCSF のコミットメントは揺るぎない。反トラスト局

 
3 https://www.reuters.com/sustainability/boards-policy-regulation/us-seeks-breakup-googles-ad-tech-products-after-
judge-finds-illegal-monopoly-2025-05-06/ 
4 Former Military Contractor Pleads Guilty for Deleting Text Messages in Antitrust Division Investigation, April 1, 2025. 
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は、証拠隠滅や隠蔽によって我々の捜査を違法に妨害する個人を起訴することを躊躇しない。｣
と述べた。 

陸軍犯罪捜査部(Army CID)極東支局のマイケル・デファミオ特別捜査官は、｢米陸軍に対する
入札談合やその他の不正行為は、重要な調達活動の完全性を損なうだけでなく、最高の殺傷力
を維持するために必要な高い基準を満たさない能力やサービスを兵士に提供することで、兵士
を危険にさらしている。CID は、FBI と DOJ の連邦政府パートナーの協力的な努力に感謝し
ており、世界のどこにいようと、米国政府を詐取しようとする者を特定し、捜査し、責任を追
及し続ける。｣と述べた。 

国防総省監察総監室国防犯罪捜査局(DCIS)越境捜査部門のスタンリー・ニューウェル特別捜
査官責任者は、｢DCIS は、納税者の資金を詐欺や癒着から守るという使命を堅持している。我々
は、証拠隠滅や隠蔽によって捜査を妨害しようとする者についても、同様に執拗に追及するこ
とを約束する。｣と述べた。 

FBI ロサンゼルス・フィールドオフィスのアキル・デイビス副所⻑は、｢クルーズ氏は、進行
中の犯罪捜査の一部である記録を故意に破棄し、現在その罪を認めている。FBI は、入札プロ
セスを無視し、意図的に罪の証拠を隠滅する軍事請負業者の責任を追及することに全力を注い
でいる。｣と述べた。 

連邦捜査における記録の破棄には、最高で懲役 20 年と罰金 25 万ドルが科せられる。連邦地
裁の裁判官は、米国量刑ガイドライン及びその他の関連要因を考慮した上で、量刑を決定する。 

2019 年 11 月、DOJ は、連邦、州、地方などあらゆるレベルの政府調達、助成金、プログラ
ム資金に影響を与える反トラスト法犯罪や関連する詐欺的スキームと闘うための合同法執行活
動である PCSF を創設している。 
 
※ 当事者は、公判での証拠になる合理的可能性がある情報等を保存しなければならないが、

そのために関連情報を保持している可能性がある従業員に、関連情報の変更・破棄の禁止な
どを通知して情報の保存を図らなければならない。これを｢訴訟ホールド｣という。三輪泰右
ほか『法務担当者による米国⺠事訴訟対応マニュアル』133 頁以下(商事法務、2015 年)参照。 
  

(米国競争法(政策)の担当は、白石 幸輔・名古屋商科大学経済学部准教授。お問い合わせは、公正取引協
会 info@koutori-kyokai.or.jp までお願いします。) 
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Ⅱ 欧州競争法(政策)  
 

本号では、買収事件と DMA(デジタル市場法)違反事件を取り上げる。 
1 件目の買収事件について、欧州委員会は Safran による Collins Aerospace の航空宇宙ア

クチュエーション事業の一部買収を承認した。本件承認は、Safran が申し出たカナダと米国
の拠点と、メキシコの資産を含む北米の水平安定板用アクチュエーターシステム事業全体の
売却を内容とする問題解消措置を完全に遵守することを条件とする。 

2 件目のデジタル市場法違反について、欧州委員会は Apple がデジタル市場法(DMA)に基
づく反ステアリング義務に違反したこと、また Meta が消費者に個人データの使用量が少な
いサービスの選択肢を提供する DMA の下での義務に違反したことを認定した。欧州委員会
は、Apple と Meta にそれぞれ 5 億ユーロ(800 億円、1 ユーロ＝160 円)と 2 億ユーロ(320 億円)

の制裁金を賦課した。 

 
１ 買収事件 
(1) 欧州委員会、Safran による Collins Aerospace のアクチュエーション事業の一部の買収

を条件付承認(2025 年4 月4 日)5 
 

欧州委員会は 2025 年 4 月 4 日、EU 合併規則下、フランスの大手航空宇宙企業 Safran S.A.
が管理する Safran USA Inc.(以下｢Safran｣という。) による Collins Aerospace(以下｢Target｣とい
う。) の航空宇宙アクチュエーション事業の一部買収を承認した。本件承認は、Safran が申し
出た問題解消措置を完全に遵守することを条件とする。 
 
欧州委員会の調査 

Safran と Target のビジネスは、広範な補完的な関係にある。 
しかしながら欧州委員会の調査では、最初届出のあった本件取引により水平安定板用アクチ

ュエーターシステム(以下｢THSA｣という。) の主要サプライヤー2 社が統合されることで、以下、
THSA の供給市場における競争が減少する見込みが示された。THSA は、主として⺠間航空
機で使用されており、航空機の尾部にある水平尾翼を調整するものである。これにより燃料効
率に優れた安定した航空機の操縦が可能になる。 

本件市場は、参入障壁が大きく、開発サイクルが⻑く、供給契約が⻑いという特徴を有して
いるところ、欧州委員会は本件買収後、買収により誕生する事業者に十分な競争圧力をかける
のに足る競争者が存在しないことを認定した。これにより航空機製造業者向けの THSA の供
給価格の上昇につながった可能性がある。 

 
5 Presse Release, European Commission, Commission approves Safran’s acquisition of part of Collins Aerospace’s 
acquisition business, subject to conditions, 4 April 2025. 
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また欧州委員会は、一次・二次飛行制御アクチュエーター、運行と飛行制御コンピューター
(戦闘機やヘリコプターを含むさまざまな⺠間・軍用航空機で使用される製品)等の他の作動製品の供
給市場、宇宙発射装置用バルブの供給市場における取引の影響を調査した。本件取引は、上記
市場に関連して競争上の懸念を惹起しなかったこと、すなわち買収後も上記市場において利用
可能な十分な代替的供給者が引き続き存在することが判明した。 

欧州委員会は、英国競争・市場庁と米国司法省と調査に緊密に協力した。両当局も並行して
本件取引を審査している。 
 
提案された問題解消措置 

Safran は欧州委員会の競争上の懸念に対処するため、カナダと米国の拠点と、メキシコの資
産を含む北米の THSA 事業全体を売却することを提案した。 

上記措置は、当事者の THSA 事業間の重複を完全に排除することにより、欧州委員会が認
定した競争上の懸念に完全に対処するものである。Safran は本件取引を通じて航空宇宙分野
での足跡を拡大し、⺠間及び防衛セクターの航空機メーカーに供給するための幅広い製品ポー
トフォリオを得ることになる。 

欧州委員会は、市場テスト中に受け取った肯定的なフィードバックを受け、本件措置により
修正された取引は競争上の懸念を惹起するものではないと結論付けた。 
本件決定は、上記措置の完全な遵守を条件とする。独立受託者が欧州委員会の監督の下で実施
を監視する。 

欧州委員会は、Safran が 2024 年 12 月 20 日に米国の Woodward Inc.と Safran の THSA 事
業の買収に関する契約を締結したことに留意する。本日の決定には、売却事業の適切な購入者
としての Woodward の評価は含まれておらず、購入者を承認する別個の手続で行われる。 
 
事業者と製品 

Safran はフランスに本社を置き、主に(ⅰ)航空宇宙推進、(ⅱ)航空機機器、防衛、航空宇宙シス
テム、(ⅲ)航空機の内装の 3 分野で活動している。同社は、⺠間及び軍用固定翼機・回転翼機に
エンジン、システム、機器を供給しているほか、アフターマーケットサポートも提供している。 

Target は、Collins Aerospace のアクチュエーション事業の一部であり、主としてヨーロッ
パにおいて事業を展開している。米国に本社を置く RTX Corporation の事業部門である
Collins Aerospace は、高度な航空宇宙、防衛製品とアフターマーケットサービスソリューショ
ンを提供している。 

取引は、2025 年 2 月 14 日に欧州委員会に届出が行われた。 
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２ デジタル市場法違反事件 
(1) 欧州委員会、Apple と Meta によるデジタル市場法違反を認定(2025 年 4 月23 日)6 
 

欧州委員会は 2025 年 4 月 23 日、Apple がデジタル市場法(DMA)に基づく反ステアリング
義務に違反したこと、また Meta が消費者に個人データの使用量が少ないサービスの選択肢を
提供する DMA の下での義務に違反したことを認定した。欧州委員会は、Apple と Meta にそ
れぞれ 5 億ユーロ(800 億円、1 ユーロ＝160 円)と 2 億ユーロ(320 億円)の制裁金を賦課した。 

上記両決定は、関係事業者との広範な対話の後に採択され、関係事業者は詳細な意見や議論
を提示することができた。 
 
Apple のステアリング条件に関する遵守義務違反決定 

DMA の下、Apple の App Store を通じてアプリを配布するアプリ開発者は、App Store の
代替を顧客に無料で通知し、誘導した上で購入できるようにする必要がある。 

欧州委員会は、Apple が上記義務を遵守していないことを認定した。Apple が課した多くの
制限により、アプリ開発者は App Store 以外の代替的な配布チャネルの利点を十分に活用する
ことができていない。同様に Apple はアプリ開発者がそのようなオファーを消費者に直接通
知することを禁止しているため、消費者は代替の安価なオファーから十分に利益を得ることが
できない。Apple は上記制限について、客観的に必要であり、比例制があることを証明できて
いない。 

欧州委員会は本日の決定の一環として、Apple に対しステアリングに関する技術上・事業上
の制限を撤廃し、将来において同等の目的又は効果を持つ行為の実施を含む義務違反行為をし
ないように命じた。 

Apple に賦課される制裁金は、違反の重大性と期間を考慮に入れている。 
また本日欧州委員会は、Apple が遵守計画案に早期かつ積極的に関与したため、Apple のユ

ーザー選択義務に関する調査も終了した。 
 
Meta の｢同意するか支払うか｣モデルに関する遵守義務違反決定 

DMA の下、ゲートキーパーはサービス間で個人データを組み合わせることについてユーザ
ーの同意を求める必要がある。同意しないユーザーについては、パーソナライズされていない
ものの、同等の代替手段にアクセスできるようにする必要がある。 

Meta は 2023 年 11 月、｢同意するか支払うか｣という二元的な広告モデルを導入した。本モ
デルの下、Facebook と Instagram の EU 域内のユーザーは、パーソナライズド広告のための
個人データの組み合わせに同意するか、広告なしのサービスのために月額サブスクリプション

 
6 Presse Release, European Commission, Commission fines Apple and Meta in breach of the Digital Market Act, 23 
April 2025. 
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を支払うかの選択肢があった。 
欧州委員会は、本モデルはユーザーが個人データの使用量が少ないが、それ以外は｢パーソ

ナライズド広告｣サービスと同等のサービスを選択するために必要な選択肢を提供していない
ため、Meta は DMA の下での義務を遵守していないと判断した。また Meta のモデルによっ
ては、ユーザーは⾃身の個人データの組み合わせについて⾃由に同意する権利を行使すること
ができなかった。 

Meta は 2024 年 11 月、欧州委員会とのやり取りの後、無料のパーソナライズド広告モデル
について別のバージョンを導入し、広告を表示するために使用される個人データが少ない新し
いオプションを提供した。現在、欧州委員会はこの新しいオプションについて評価を行うため
Meta との間で対話を続けており、この新しい広告モデルが与える影響に関する証拠の提供を
同社に求めている。 

本日の遵守違反の認定決定は、DMA の下での義務が法的拘束力を持つようになった 2024
年 3 月から Meta の新しい広告モデルが導入された 2024 年 11 月までの間、EU のエンドユー
ザーに提供されていたのが｢同意するか支払うか｣の二者択一の選択肢に限られていた期間に
関するものであり、現在行っている評価を損なうものではない。 

Meta に賦課せられた制裁金は、遵守違反の重大性と期間を考慮に入れたものであるが、
Apple と Meta に対する今日の決定は、DMA の下で採択された初の遵守義務違反決定である
ことにも留意している。 

欧州委員会は 2025 年 4 月 23 日、Meta のオンライン仲介サービスである Facebook 
Marketplace を DMA の対象としないことについても認定した。本決定は、2024 年 3 月 5 日
にMetaが提出したマーケットプレイスの指定再検討の要請に続くものである。欧州委員会は、
Meta の主張を慎重に評価し、同社がマーケットプレイスの B2C 利用に対処するための追加
的措置と継続的な監視を行った結果、2024 年のマーケットプレイスのビジネスユーザーが
10000 人未満となったことを認定した。よって Meta のマーケットプレイスは、ビジネスユー
ザーがエンドユーザーに到達する重要なゲートウェイであると推定される基準を満たすもの
ではない。 
 
次のステップ 

Apple と Meta は、60 日以内に欧州委員会決定に従うことが義務付けられており、支払いの
ない場合、履行強制金の支払いを求められるリスクがある。 

欧州委員会は、欧州委員会の決定、DMA 全般の遵守を確保するために、Apple と Meta へ
の関与を継続する。 
 
背景 

欧州委員会は 2024 年 3 月 25 日、App Store での運営に関する Apple の規約と Meta の｢同
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意するか支払うかモデル｣に対する遵守義務違反調査を開始した。欧州委員会はそれぞれ 2024
年 6 月 24 日と 2024 年 7 月 1 日に Apple と Meta に対し、両社が DMA の下での遵守義務に
違反しているという予備的な見解を通知した。 

Apple と Meta は、欧州委員会の調査ファイルにあるすべての文書を詳細に調査し、欧州委
員会の予備的な調査結果に書面で包括的に回答することにより防御権を行使する可能性があ
った。欧州委員会は、遵守違反の事業者に対して、全世界の年間売上高の最大 10%の制裁金
を賦課することができる。 

 
(欧州競争法(政策)の担当は、多田 英明・東洋大学法学部教授。お問い合わせは、公正取引協会
info@koutori-kyokai.or.jp までお願いします。) 


